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＊習氏、権力を完全掌握…江沢民氏が死去
　　　　　　　　　　　　　　　　　　抑える重鎮不在　統制強化が加速
江沢民元国家主席の死去は、習近平国家主席の権力の完全掌握を象徴する。市場主義経
済を導いた指導者層は影響力を失い、中国共産党内に習氏に意見できる存在は姿を消しつ
つある。国家としては不安定さを増す恐れも拭えない。

＊江沢民が源流　習氏の強硬路線
　　　　　　　　　　　　　　　　鈴木隆・愛知県立大准教諭
習近平指導部の強硬路線の源流は江沢民時代にある。習氏の政治ｽﾛｰｶﾞﾝ「中華民族の偉
大な復興」を大々的に唱えたのは実は江氏だ。1994年に愛国主義教育の要綱を測定し、ﾅｼｮ
ﾅﾘｽﾞﾑ国家を統治に利用した。当事は89年の天安門事件やソ連の崩壊で社会主義が魅力を
失う。愛国主義で国を束ねる手法を習指導部は引き継いだ。
・90年半ばに台湾海峡危機も起きた。米空母に屈服した屈辱がいまの軍拡路線につながっ
た。習氏は当事、対岸の福建省に勤務していた。
・江時代に企業家らが党員になる道を開いた。既得権益層の党員の金儲けにも「お墨付き」を
与えた。腐敗が深刻化し、習氏は江氏を「半面講師」にして江派幹部を相次ぎ摘発した。
・世界2位となった中国を率いる習氏も強硬路線を引き継いだため、米欧との摩擦が絶えな
い。習指導部は江時代から抜け出せていない。

＊①ﾌｧｰｳｪｲ、政府系企業と連携…中国半導体網　再構築を支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 米制裁下、国内調達に力
中国通信機器最大手の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）が、同国半導体供給網（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ）の再構築
に動き出した。地方政府が出資する企業を技術面などで支援する。.米国対中制裁を強めて
おり、最先端品の開発や、習近平指導部が目指す自給率70%への道のりは険しい。
・福建省泉州にある福建省普華集成電路（JHICC）は習指導部の後押しで福建省が出資する
国策会社。ﾌｧｰｳｪｲが半導体の再稼働を支援。同社のｽﾏﾎ出荷台数は、ﾋﾟｰｸ時に米ｱｯﾌﾟﾙを
抜いて世界2位を獲得。傘下の半導体設計会社、海恩半導体（ﾊｲｼﾘｺﾝ）も同様に伸びた時期
もある。米国の制裁により、設計した半導体の生産は台湾に委託することが難しくなった。高
性能のｽﾏﾎを搭載する先端半導体が不足した結果、同社のｽﾏﾎｼｪｱは大きく落ち込んだ。

＊中国企業、停滞一段と…11月景況感も50割れ、雇用悪化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｾﾞﾛｺﾛﾅ抗議背景に
中国企業の景況感が一段と悪化している。11月の総合購買担当者購買指数(PMI)は47.1と10
月から1.9ﾎﾟｲﾝﾄ低下した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ政策で移動制限を停滞させている。企業の資金繰り
難は若者層や大都市圏の雇用悪化を招き、ｾﾞﾛｺﾛﾅへの抗議活動になっている。
・ｾﾞﾛｺﾛﾅ政策が雇用回復を拒み、消費者は節約志向を強めている。国際通貨基金（IMF）は
10月、22年の中国の実質経済成長率の見通しを3.2%、23年を4.4%と7月時点の予測から下方
修正した。そのうえで「下振れﾘｽｸが残る」との懸念も付け加えた。

＊②
・対応を急ぐ指導部・・中国側も米制裁への対応に迫られている。YMTCでは9月末、米国のﾊﾟ
ｽﾎﾟｰﾄを持つ楊士寧・CEOが退任。ほかの米国籍幹部も退き、新技術を使った生産能力の拡
大計画は一時凍結する。
・SMICは北京に米企業の装置を使わない「NON-A生産ﾗｲﾝ」を構築。現在は回路線幅が40㌨
（㌨は10億分の１）mという数世紀遅れの半導体しか製造できない。
・米調査会社ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｽﾄﾗﾃｼﾞｰｽﾞ（IBS）によると、中国の半導体自給率は21年
で24%.、今年6月30%、30年に50%と予想したが、米規制強化で、ﾊﾝﾃﾞﾙ・ｼﾞｮｰﾝｽﾞCEOは3割に
留まると指摘した。
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＊医療ｱﾌﾟﾘ、東南ｱｼﾞｱで浸透…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・ﾊﾛﾄﾞｸ➤最短15分で薬宅配
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ｴﾆｳｪｱ➤医院にTOB実施
東南ｱｼﾞｱで医療ｱﾌﾟﾘが急速に浸透しつつある。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱではﾊﾛﾄﾞｸとｱﾛﾄﾞｸﾀｰの2社が台頭。
ﾌｨﾘﾋﾟﾝでは財閥大手ｱﾔﾗｸﾞﾙｰﾌﾟが3つのｱﾌﾟﾘを近く統合し、遠隔診療から在宅診療まで利用
者の幅広いﾆｰｽﾞに対応。東南ｱｼﾞｱは医師が不足、ｱﾌﾟﾘの普及が医療ｱｸｾ向上に繋がってい
る。
⦿東南ｱｼﾞｱ各国の主な医療ｱﾌﾟﾘ動向
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ➤ﾊﾛﾄﾞｸとｱﾛﾄﾞｸﾀｰが2強、大手病院も参入
　　　　　　　　ﾊﾛﾄﾞｸは2万人の医師、3300の病院、4000の薬局と提携
・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ➤ﾄﾞｸﾀｰ・ｴﾆｳｪｱが医院にTOB
・ﾀｲ➤BDMSの傘下病院が遠隔診療展開
・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ➤財閥ｱﾀﾗｸﾞﾙｰﾌﾟが医療ｱﾌﾟﾘを来年統合へ
・ﾍﾞﾄﾅﾑ➤大手IT、FPTｸﾞﾙｰﾌﾟの薬局が遠隔診療開始

＊中国、婚姻減に拍車…ｾﾞﾛｺﾛﾅで雇用不安
中国の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを厳しく抑え込む「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策、婚姻数の減少に拍車をかけている。1
～9月の減少率は前年同期比7.5%で、2021年の同時期の0.1%から大幅に拡大した。移動制限
による景気低迷で雇用不安が高まり、結婚をためらう若者が増えたとみられる。少子化を加
速させる一因になりそうだ。
・中国民政省によると、四半期別では上海市のﾛｯｸﾀﾞｳﾝで経済が一気に悪化した4～6月期が
163万組で、減少率は20.1%、直近の７～9月も171万組に留まる。年間の婚姻数は13年をﾋﾟｰｸ
に減少が続く。四半期毎にみると、ｾﾞﾛｺﾛﾅ政策が件数を一段と押し下げる事実が浮彫りにな
る。
・将来の不安が高まり、晩婚化が見られ、21年結婚した中、30歳以上は48.2%だった。ﾛｯｸﾀﾞｳﾝ
で婚姻届けや挙式を延期した人も多い。
＊①脱中国、物流・人材に懸念…東南ｱ・日本、調達代替なら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　製造原価5.3兆円増も
ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ（供給網）の「脱中国」には課題も多い。主要製造業への調達で代替調達の課題
を聞いたところ、「物流費の上昇」を54%の企業が挙げて最多となった。「物流網の不整備」も
25%あった。取引先への納期を守りつつ低ｺｽﾄで部品などを配送できるか企業が懸念してい
る。
・台湾有事は物流への影響も計り知れない・・世界のｺﾝﾃﾅ船の4割は台湾海峡を航行する。
米戦略国際問題研究所（CSIS）によると、南ｼﾅ海では貿易額で年3.4兆㌦（約470兆円）相当
が行き来する。有事になれば海峡を通れなくなるため、日本を含め、世界の供給網が機能不
全に陥る。

＊台湾有事「起こる」　中国人の56%…日中で世論調査　日本人は44%
日本の非営利団体「言論NPO」と中国国際出版集団は30日、日中両国で実施した共同世論
調査の結果を発表した。
１）台湾海峡での軍事紛争について➤中国人＝「将来的に起こる40.5%」、「数年以内に起こる
16.2%」計56.7%。中国の国内は台湾有事を意識。日本人＝「将来的に34.1%」、「数年以内に
10.4%」計44.5%。
2）台湾での緊張の原因は➤中国人＝「米国52.5%」、「米国と日本25.8%」、「台湾11.7%」、「中
国1.5%」。日本人＝「中国63.7%」、「台湾2.5%」、「米国2.1%」、「米国と日本1.9%」
3）ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻は➤中国人＝「NATOの東方拡大に伴う自衛行為で間違っていない
39.5%」、「ﾛｼｱの行為は間違い、ﾛｼｱの事情も配慮すべき29.0%」、「国際法に反する行動で反
対すべき21.6%」日本人＝「国際法に反する行動で反対すべき73.2%」、「ﾛｼｱの行為は間違い、
ﾛｼｱの事情も配慮すべき10.4%」、「NATOの‥‥1.1%」

＊ｲﾝﾄﾞ、8期連続成長…7～9月GDP6.3%増　今年、英国超えへ
ｲﾝﾄﾞ政府が30日発表した7～9月期の実質国内総生産（GDP）は前年同期比6.3%増と8四半期
連続のﾌﾟﾗｽだった。旺盛な内需を背景に底堅い成長が続く。2022年の名目GDPは旧宗主国
の英国を越え世界5位に浮上するとの予測も出ている。大気汚染などの課題も目立つが、今
後も成長が続く見通しだ。
・ｲﾝﾄﾞ準備銀行のﾀﾞｽ総裁は9月末の演説で「厳しい世界情勢の中でも、ｲﾝﾄﾞの経済活動は安
定している」と述べる。しかし地政学上のﾘｽｸも同国の先行きに影を落とす。中国、隣国ﾊﾟｷｽﾀ
ﾝなど。
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＊中国調達「下げる」5割…台湾有事懸念　代替先9割日本
米中対立の激化などを受けて企業などの調達で中国に頼らない供給網（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ）の構築
を急ぎ始めた。日経新聞の主要100社の調査によると、5割の企業が中国比率を下げると回
答した。代替先として9割が日本を挙げた。台湾有事や「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策で中国ﾘｽｸが高まって
いる。供給網の機能不全を回避するため、企業が備えを本格化しつつある。
・中国からの現在の調達率は「5～20%未満」が「最も多く34%を占める。これが5年後には28%ま
で低下する。逆に「5%未満」とするのは11㌽増えて33%まで高まる。中国に替わる新たな調達
役先では86%が日本だ。

＊②
・専門人材の不足・・日本総研の三浦有史上席主任研究員は「中国における熟練工や技術者
ら人材の層の厚さは東南ｱｼﾞｱなどに比べて突出している」と指摘。その上で「新たな調達先を
設けるには人材の育成や技術移管の面からも多大なｺｽﾄと時間が必要」と話す。日本が中国
から調達する部材などの全量を日本やﾀｲ、ﾍﾞﾄﾅﾑの調達に切り替えると、最終製品などの製
造原価は約5兆3400億円上昇する（ｵｳﾙｽﾞｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ・東京港区）。
・慶応大学の神保謙教授は「米中対立は深刻だ。台湾有事は起こりうる危機と考えた方がい
い」と語る。有事に備えて計画を練る事を促す。

＊中国、国営食料品店が拡大…売上総額120兆円、ｱﾘﾊﾞﾊﾞに迫る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有事念頭、習指導部後押し
中国で、食料や日用品を実店舗で扱う国営の「供鎖社」が売り上げを伸ばしている。2021年の
売上総額は前年比19%増の6兆2600億元（約120兆円）で、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販の巨人ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団
の8割に迫った。習近平指導部が国主導の流通網の強化に向けて支援していることが一因
だ。紛争など優位の際にも食糧を安定供給する狙いがある。
・「子供の頃、親が食糧配給切符を持って供鎖社で農産物を受け取っていたのを思い出す。
あの頃に逆戻りしているようだ」。人口2千万人を超える北京市では民間の大手ｽｰﾊﾟｰがしの
ぎを削る。「国営商店が前面に出てくる事情がわからない」と首をかしげる市民も少なくない。

＊日本　東南ｱでEV巻き返し…中韓勢追撃へ供給網ｶｷﾞ
　　　　「ﾎﾝﾀﾞ➤試作車出展、ﾀｲ生産へ」　「ﾄﾖﾀ➤量産車『ｂZ4X』拡販」
東南ｱｼﾞｱの2大自動車市場のﾀｲとｲﾝﾄﾞﾈｼｱで、日本勢が電気自動車(EV)の巻き返しを狙う。
ﾎﾝﾀﾞは2023年中にﾀｲで量産EVの生産・販売を計画するほか、ﾄﾖﾀ自動車は初のEV量産につ
いては中韓勢に先行を許してきた。ｼｪｱ拡大を急ぐものの、中韓勢は競争力のある新車や強
固な供給体制を備えており、その実現は容易ではなさそうだ。
・航続距離（1回の充電で走行可能な距離）が500㎞を超えるbZ4Xの制度適用後の価格は183
万6千ﾊﾞｰﾂ（約710万円）。予約予想上回る。

＊中国ｾﾞﾛｺﾛﾅ　「出口」に苦慮…抗議拡大、浮かぶ段階的緩和
　　　　　　　　　　　感染爆発なら　死者200万人超も
中国政府が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを徹底的に封じ込める「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策の「出口」を模索している。習
近平指導部の威信を傷つけぬよう、段階的緩和に動くｼﾅﾘｵが浮かぶが、全面解除なら感染
爆発で200万人以上が死亡するとの試算もある。
⦿中国の主要都市における「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策緩和の動き
　・北京市➤大規模商業施設ｵｰﾌﾟﾝ。・広州市➤封鎖、外食禁止解除。
　・重慶市➤全住民対象のPCR検査停止。・成都市➤重慶市と同様
　・新彊ｳｲｸﾞﾙ・ｳﾙﾑﾁ市➤住民の移動・交通機関の制限を緩和

＊移民危機再燃　EU悩ます…ｳｸﾗｲﾅ産穀物不足で急増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  受け入れ分担崩壊も
世界的な食料危機や物価高で困窮した中東やｱﾌﾘｶの人々が相次いで国境を越え、欧州が
再び移民の大量流入に直面している。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響緩和もあって、欧州連合（EU）の
不法越境者は前年の約1.8倍に膨らんだ。一時保護とはいえ、欧州は既に500万人のｳｸﾗｲﾅ
難民を抱え込んでおり、受け入れ負担は重い。
⦿西ﾊﾞﾙｶﾝと中央地中海の両ﾙｰﾄで不法越境者が急増している
　・EUから英国への不法越境6.2万人。・西地中海ﾙｰﾄ1.2万人
　・ｳｸﾗｲﾅ難民500万人。・西ﾊﾞﾙｶﾝﾙｰﾄ12.8万人。・東地中海ﾙｰﾄ3.5万人
　・中央地中海ﾙｰﾄ8.5万人
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＊日米と防衛協力　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ加速…空自戦闘機を覇権/米軍の拠点拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国けん制を強める
ﾌｨﾘﾋﾟﾝのﾏﾙｺｽ政権が日米との防衛協力の強化に乗り出す。6日には自衛隊の戦闘機覇権を
受け入れて部隊間交流を実施した。米国とは米軍とﾌｨﾘﾋﾟﾝ軍が共有できる備蓄施設などの拠
点を増やす見通しだ。中国と南ｼﾅ海の領有権を巡り対立する中、日米との連携を前面に打ち
出す。ﾏﾙｺｽ氏は23年1月3日から訪中し、習氏と首脳会談を行う。ﾏﾙｺｽ氏は「南ｼﾅ海問題を
言及せずに中国と対話することは不可能だ」と言う。

＊中国債務　GDPの3倍…「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」で再び最高（BIS調査）
　　　　　　　　　　　　　　　　　人口減も加速　成長余地狭く
中国の債務が膨らんでいる。国際決済銀行（BIS）によると、経済規模と比べた債務残高の比
率は6月末に過去最高を更新した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策の移動制限で景気が悪化し、地方政
府がｲﾝﾌﾗ建設のため債券の発行を増やしている。一方、民間企業や家計は投資や住宅購入
に及び腰だ。人口減少が始まり、成長余地が狭まっている。

＊韓国、ｲﾝﾄﾞ太平洋に軸足…首脳会談「ﾍﾞﾄﾅﾑは核心的協力国」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 尹政権、中国と距離（日米と歩調）
韓国の尹錫悦（ﾕﾝ・ｿﾝﾆｮﾙ）政権が、東南ｱｼﾞｱ諸国連合（ASEAN）との関係を強めている。自
由や人権が基調の「ｲﾝﾄﾞ太平洋戦略」で日本や米国と歩調を合せ、経済協力の相手を
ASEAN全域に広げる。中国とは距離を置く。日米への接近に慎重で中国や北朝鮮に配慮し
た文在寅（ﾑﾝ･ｼﾞｪｲﾝ）前政権との違いを鮮明にしている。
・ﾍﾞﾄﾅﾑのﾌｯｸ国家主席とｿｳﾙの大統領府で防衛産業やﾚｱｱｰｽ開発で連携を広げる方針を確
認。包括的戦略ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟをうたう共同宣言には、中国がほぼ全域の「管轄権」を主張する
南ｼﾅ海の軍事化や現状変更に反対する考えを盛り込んだ。

＊ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ動脈　中国主導で開通…初の高速道、企業誘致に追い風
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外資に運営依存、ﾘｽｸ
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱで初めての有料道路が開業した。中国の国有企業が約20億㌦（約2700億円）を投
じ、首都ﾌﾞﾉﾝﾍﾟﾝと南部の港湾都市ｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙ間の約190㎞を結ぶ。人やﾓﾉの円滑な移動ﾆｰ
ｽﾞに応えるほか、中国の巨大経済圏構想「一帯一路」の一部を担う。事業としては採算の確
保が課題となるが、日本企業なども活用する見通しで、中国の影響力拡大を警戒する向きも
ある。

＊ﾌｧｰｳｪｲ、「腕時計」ｼﾌﾄ…ｽﾏｰﾄｳｵｯﾁ　日本で約15機種
　　　　　　　　　　　　　　　　　　背景に半導体調達難
ｽﾏｰﾄｳｵｯﾁの日本市場で、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）など中国勢が攻勢を強めている。米ｱｯﾌﾟﾙと
比べると値ごろ感のある商品で品揃えを充実。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ下の健康意識の高まりで成長
した市場で取り込む。米国がｽﾏﾎに使う先端半導体の対中輸出を制限している背景もあり、
日本ではｽﾏｰﾄｳｵｯﾁに軸足を移しつつある。

＊原油減産、現状を維持…OPECﾌﾟﾗｽ　対ﾛ制裁見極め
石油輸出国機構（OPEC）とﾛｼｱなど非加盟国の主要産油国で作る「OPECﾌﾟﾗｽ」は4日、現行
の協調減産を維持すると再確認した。中国など世界の景気減速による原油需要の鈍化を警
戒し、11月に始めた日量200万ﾊﾞﾚﾙの減産を今後も継続する。
・OPECﾌﾟﾗｽはｵﾝﾗｲﾝで開いた閣僚協議後の声明で「必要があれば市場安定のため直ちに追
加措置をとる」と強調した。
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2022/12/8 経済 ＊小麦、ﾛｼｱ産増で下落…国際価格、1年2ヵ月ぶり水準
　　　　　　　　　　　　国内在庫増え輸出拡大、米欧の不作補う
小麦の国際価格が下落し、ほぼ1年2ヵ月ぶりの安値に落ち込んだ。最大輸出国であるﾛｼｱか
らの供給が想定を上回るﾍﾟｰｽで増え、ｳｸﾗｲﾅ危機や米欧の不作に伴う品薄感が和らいだ。
黒海地域からの出荷安定を期待したﾍｯｼﾞﾌｧﾝﾄﾞなど投機筋の売りも膨らんだ。食料価格の高
騰は収束に向かう可能性が出てきた。
・背景には世界最大の輸出国であるﾛｼｱからの供給が大幅に増えたことにある。米農務省の
調査ではﾛｼｱの22～23年度の生産量は前年度に比べ2割増え、過去最高となる見通しだ。乾
燥や熱波で生産が悩む悩む欧米とは対照的に、夏から秋にかけて順調に収穫が進んだ。

＊ｱﾊﾟﾚﾙ生産、脱・中国依存…東南ｱにｼﾌﾄ、ｺｽﾄ低減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｱﾀﾞｽﾄﾘｱ、比率5割
ｱﾊﾟﾚﾙ各社が中国から東南ｱｼﾞｱへの生産ｼﾌﾄを加速させている。ｶｼﾞｭｱﾙ衣料大手のｱﾀﾞｽﾄﾘ
ｱは東南ｱｼﾞｱでの生産比率を現在の22%から2026年2月期までに50%の高める。紳士服大手
の青山商事も中国比率を下げる方針。円安や原材料価格の高騰が続くなか、1月に発効した
東ｱｼﾞｱの地域的な包括的経済連携（RCEP）を活用し、ｺｽﾄを抑える。
・今年1月にRCEPが発効し、ﾍﾞﾄﾅﾑやｶﾝﾎﾞｼﾞｱなどから繊維製品などを輸入するする際は関
税の減免が受けられる。円安や原材料価格の高騰が続き、調達ｺｽﾄが膨らむ中、関税を抑え
られる効果は大きく、ｱﾊﾟﾚﾙ各社は東南ｱｼﾞｱへの生産移管を加速させる。

＊中国、経済減速に焦り・・・ｾﾞﾛｺﾛﾅ政策緩和
　　　　　　　　　　　　　　　　　　感染再拡大　対応読めず
中国政府が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを封じ込める「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策をめぐる新たな緩和策を示したのは、
厳しい移動制限が経済に深刻な打撃を与えたことへの焦りがある。人やﾓﾉの流れを少しずつ
正常化させ需要を回復させる狙いだ。ただ感染が再拡大した場合などの対応は読めず、経済
押し上げ効果が速やかに出てくるかは不透明さが残る。
・中国輸出　11月8.7%減「米欧の景気悪化が直撃」・・税関総署が7日発表した11月の㌦建て
輸出は前年同月比8.7%減少した。米欧の景気減速が直撃した。米国は4ヵ月連続のﾏｲﾅｽで
11月は前年同月を3割も下回る。急速な値上げで米国経済が減速したためだ。欧州も1割超
減り、2ヵ月連続で減少。日本向けも6%落ち込む。東南ｱｼﾞｱは5%増に留まった。
・世界経済の成長率は22年の3.3%から、23年には2.7%に減速する。

＊②
・TSMCの張忠謀CEOは米政府を念頭に「米国生産は非常にｺｽﾄ高。米国が半導体製造をや
りたがることは良くない。台湾製よりも50%もｺｽﾄ高になり、台湾の採算に到底及ばない」と強
調。国の補助金が条件だ。
・米国では、ｱﾘｿﾞﾅの1ヵ所で3㌨品の量産が始まるのは4年後の26年。その間に台湾では今
年から順次、計7ヵ所で3㌨品の量産が始まる。さらにその先を行く超先端品2「㌨」も、25年か
ら4ヵ所で量産が始まる。
・生産拠点の分散化はあまり良くない。世界の先端半導体の9割程度が台湾に集中する状況
はさほど変わらない。

＊①TSMC、米と連携一段と…中国対抗、米の悲願に対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 台湾生産集中に風穴
半導体大手の台湾積体電路製造（TSMC）が米国への投資に一段と踏み込んだ。「3ﾅﾉ」品と
呼ばれる、現段階で世界最先端となる半導体の米国生産に初めて乗り出す。ただ、先端半導
体の「台湾集中」が解消するわけではなく、安全保障上の課題も残る。
⦿主力3社が米国に相次ぎ先端工場を建設（ｶｯｺ内は投資額）
　・ｵﾊｲｵ州「ｲﾝﾃﾙ（200億㌦）」。・ﾃｷｻｽ州「ｻﾑｽﾝ（170億㌦）」
　・ｱﾘｿﾞﾅ州「TSMC400億㌦」「ｲﾝﾃﾙなど（最大300億㌦）」
⦿TSMCの生産能力は依然、台湾に集中する
　・台湾「最先端品」（生産能力/月➤100万枚以上）
　・米国（ｱﾘｿﾞﾅ）「先端品」（生産能力/月➤5万以上）
　・日本（熊本）「旧世代品」（生産能力/月➤約5.5万枚）
　・中国（南京・上海）「旧世代品」（生産能力/月➤約8万枚）
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＊中国、私的年金に税優遇…都市部会社員の不満軽減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 公務員との格差を緩和
中国政府は、個人が任意で加入する私的年金を税優遇で拡充する。積立金を課税所得から
差し引けるようにし、受け取る時にかかる税率も最低水準に抑える。都市部の会社員が受け
取る年金は公務員ほど恵まれておらず、低年金への不満を和らげたい考えだ。公的年金へ
の財政負担が高まるなか、社会保障の持続性を高める狙いもありそうだ。

＊住商　非鉄金属の生産履歴追跡…ﾌﾞﾛｯｸﾁｪｰﾝ活用
住友商事はﾆｯｹﾙなどの非鉄金属がｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ（供給網）上でどう流れたか追跡できるｻｰﾋﾞｽ
に乗り出す。分子ﾚﾍﾞﾙの特殊な目印を使い、鉱石から製品になるまでの過程を追う。追跡は
ﾌﾞﾛｯｸﾁｪｰﾝ（分散型台帳）技術で管理する。鉱山労働者の人権問題や経済安全保障の観点
から原料の調達元や生産過程の情報開示が重視されており、ﾒｰｶｰなどからの需要を見込
む。

＊日中ﾌｫｰﾗﾑ閉幕　「官民の対話強化を」…台湾問題、認識に差
⦿提言「平和協力宣言」のﾎﾟｲﾝﾄ
　❶新時代に相応しい日中関係の構築に向けて政府・民間の対話強化
　❷安保の課題を考える定期協議早期開始
　❸分断を悪化させたり、経済の全てを安保で考えたりすべきでない
　❹往来正常化に向けた環境づくりに取り組むべきだ
　❺ｳｸﾗｲﾅ情勢を憂慮。全ての紛争は平和的手段で解決を
・ﾌｫｰﾗﾑは民間非営利団体「言論NPO」と中国国際出版団が主催した。
　ﾌｫｰﾗﾑ実行委員長の武藤敏郎は8日の記者会談で「日中間で違いは違いと認めて共通の
利益を追求していくことが大事だ」と述べた。

＊ﾀﾀ、国内供給網　強靭化…半導体、中核事業に必須
                                          米中分断のはざま、集積狙う
ｲﾝﾄﾞ大手財閥ﾀﾀ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが半導体の自国ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築に乗り出す。ﾀﾀにとって半導体は
自動車やITなど既存の中核事業の成長に欠かせないが、現在は多くを輸入に頼る。官民挙
げた産業育成で安定調達につなげるとともに、米中の技術ﾃﾞｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ（分断）の間隔を突き、
中国に変わる集積地づくりも狙う。

＊ﾐｻｲﾙ防衛　悩む世界…ｳｸﾗｲﾅ実戦で迎撃率8割に向上
　　　　　　　　　　　　　　極超音速台頭　日本も戦術再考急務
日本政府が進める国家安全保障戦略など防衛３文書の改定で、他国のﾐｻｲﾙ攻撃を防ぐ「ﾐｻ
ｲﾙ防衛（MD）」が主要課題となる。ﾛｼｱの進行を受けるｳｸﾗｲﾅなど世界の事例をみると、地域
の実情に合わせた迎撃体制が国民の命を守るうえで一定の役割を果たしている事がわか
る。
・ﾛｼｱの苦戦する一因にｳｸﾗｲﾅの迎撃能力の向上がある。ﾛｼｱ軍によるﾐｻｲﾙ攻撃の後、ｳｸﾗ
ｲﾅ軍は全67発のうち8割にあたる51発を撃ち落としたと発表。当初5割程度だった迎撃率は
徐々に8割まで向上。
・ｳｸﾗｲﾅのMDの主力は旧ソ連製の地対空ﾐｻｲﾙｼｽﾃﾑ「S300」。侵攻前に全土に多数配備し
ていた。9ヵ月の戦闘で、迎撃能力は世界最高だ。
・日本の迎撃・・日本は四方を海に囲まれ、他国からの攻撃は比較的長い射程のﾐｻｲﾙにな
る。そのため洋上で迎撃するｲｰｼﾞｽ艦に主眼を置く。長射程の迎撃弾で高い高度で破壊すれ
ば日本全域を効率的に守れる。地上にPAC3を置き「二段構え」を探る。
・極超音速ﾐｻｲﾙは低空を高速で複雑飛行する、迎撃が難しい。

＊東南ｱ新車販売11%増…10月、13ヵ月連続ﾌﾟﾗｽ
東南ｱｼﾞｱは主要6ヵ国の10月の新車販売台数は、前年同月比11%増の29万台だった。前年
同月実績を上回るのは13ヵ月連続。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍からの景気回復より全体では堅調だが
ﾀｲとﾏﾚｰｼｱは半導体不足などの影響で伸び悩んだ。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは23%増の9.3万台。首位のﾄﾖﾀは55%増の9.3万台。ﾀｲは0.2%増の6.4万台。各地で
洪水が発生し、新車購入が控えられた。ﾏﾚｰｼｱは6%減の6.1万台で、6ヵ月ぶりのﾏｲﾅｽ。半導
体不足。
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＊中国、不動産支援に63兆円…国有銀が相次ぎ融資枠
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　過剰債務は解決先送り
中国が不動産業界の支援に乗り出した。政府の包括的な金融支援策に呼応し、国有銀行が
相次ぎ不動産会社向け融資枠を設定。総額は3兆1950元（約63兆円）を超える。9月末の融資
残高の約2割強に相当し、信用危機に直面する不動産各社の軽々に光明が差す。一方、過
剰債務という構造問題の解決は先送りされる。

＊現代自、ｿﾌﾄ更新で稼ぐ…課金ﾓﾃﾞﾙ構築へ1.9兆円投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 来年から全新車に搭載
韓国の現代自動車が、自動運転などに必要なｿﾌﾄｳｴｱ開発に本腰を入れている。2030年まで
に18兆㌆（約1兆9千億円）を投じる方針を固め、開発体制の構築やM&Aに乗り出した。世代
交代に伴う戦略転換で過去最高益を達成した現代自。顧客が車の購入後に機能を追加でき
るｿﾌﾄ分野でさらなる収益力向上を狙うが、人材獲得が当面の課題となる。
⦿車大手のｿﾌﾄの取り組みや目標
・現代自動車＝30年までにｿﾌﾄに1.9兆円投じ、課金ﾓﾃﾞﾙを構築
・ﾄﾖﾀ＝ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体のｿﾌﾄ技術者を1.8万人体制に
・ﾎﾝﾀﾞ＝30年度までにｿﾌﾄと電動化に約5兆円投資
・VW＝内製のｿﾌﾄ基盤に30年までに最大4千万台を接続
・米ｾﾞﾈﾗﾙﾓｰﾀｰｽﾞ＝30年の売上高目標2800億㌦の約3割をｿﾌﾄで稼ぐ

＊海底ｹｰﾌﾞﾙ　新設5割に出資…ｸﾞｰｸﾞﾙとﾒﾀ、世界で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 通信ｲﾝﾌﾗでも存在感
国際通信を担う海底ｹｰﾌﾞﾙで、2025年までの3年間に新設されるものの5割に米国のｸﾞｰｸﾞﾙと
ﾒﾀが出資することが判明。海底ｹｰﾌﾞﾙはｲﾝﾀｰﾈｯﾄの根幹ｲﾝﾌﾗで、世界のﾃﾞｰﾀ通信の99%が
通る。巨大IT企業はｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽなどでも世界ｼｪｱが大きく、公共的なｲﾝﾌﾗへの存在感が高ま
る。
・ｼｪｱ45%占める・・23～25年に世界で新設されるｹｰﾌﾞﾙは31.4万㎞。そのうちの45%分の運営
会社がｸﾞｰｸﾞﾙとﾒﾀが出資している。14～16年は20%だった。両企業が拡大を担うことで、通信
環境の改善、高速化、通信ｺｽﾄ低減が期待できる。
・ｶﾅﾀﾞの通信分析会社のｻﾝﾄﾞﾊﾞｲﾝによると、21年1～6月の世界通信量の54%を動画が占め
た。うちｸﾞｰｸﾞﾙの動画「ﾕｰﾁｭｰﾌﾞ」が15%、ﾒﾀのSNS「ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ」が7%。ﾒﾀﾊﾞｰｽの普及で、通信
量は膨らむ見通し。
＊商社、金属資源に再び注力…EV・風力発電で需要増
　　　三菱商事➤ﾍﾟﾙｰで銅出荷開始、三井物産➤ﾆｯｹﾙ再開発検討
大手商社が銅や希少金属（ﾚｱﾒﾀﾙ）の確保に動く。EVなどの脱炭素技術の普及による需要拡
大が背景にある。三菱商事はﾍﾟﾙｰの銅鉱山で出荷を始め、三井物産は休眠中のﾆｯｹﾙ鉱山
の再稼働を検討する。各社は過去に金属など資源価格の下落で多額の減損損失を計上し
た。ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術の活用などでﾘｽｸを減らしつつ、脱炭素に必須の金属を軸に資源事業に再び
力を入れる。
⦿商社の主な取り組み(PJはﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)
　三菱商事➤「銅」ﾍﾟﾙｰの鉱山で出荷開始。「ﾆｯｹﾙ」加で開発PJに参画。
　三井物産➤加の鉱山で再開発。豊田通商➤ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝで増産。

＊中国EV半導体　欧州で排除の波…技術保護へ買収拒否
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｳｨﾝｸﾞﾃｯｸなど　戦略見直しも
中国の半導体ﾒｰｶｰが欧州でM&A戦略の見直しを迫られている。ﾄﾞｲﾂや英国政府が地元企
業の買収を拒否するなど中国排除の動きが広がっているためだ。欧州各国は中国政府の影
に神経をとがらせている。中国勢はEV先進地域の欧州で生産網や技術の取り組みを急ぐ
が、排除の機運がさらに高まるとｱｼﾞｱを含むｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな成長戦略に影響し得る。
・「半導体については技術的・経済的主権を保護することが国を守る」。独政府は11月、西部ﾄﾞ
ﾙﾄﾑﾝﾄにある半導体工場の売却を禁止すると閣議決定した。北京賽微電子の子会社が買収
することを反対した。
・強硬派が影響力・・英国では与党・保守党が発言力を持つようになってきた。「中国は英国よ
りはるかにﾃｸﾉﾛｼﾞｰが進んでいる。民主国家である我々のｾｷｭﾘﾃｨｰを任せて良いわけがな
い」と排除の理由。



2022/12/13 経済

2022/12/13 経済

2022/12/13 経済

2022/12/13 経済

2022/12/13 経済
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2022/12/14 医薬 ＊武田、5500億円で買収…免疫疾患薬の候補持つ米新興
武田薬品工業は13日、米ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟを40億㌦（約5500億円）で買収すると発表した。米ﾊﾞｲｵ企
業ﾆﾝﾊﾞｽ・ｾﾗﾋﾟｭｰﾃｨｸｽの子会社で、皮膚病などの免疫疾患に効果のある治療薬候補の権利
を保有している。新薬開発に成功した場合、武田は売上高に応じた対価をﾆﾝﾊﾞｽに支払う。武
田は同新薬候補が将来的に大型製品になると判断したとみられる。
・ﾆﾝﾊﾞｽ社は2010年設立のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟで最先端の計算機技術と機械学習技術を使い、画期的
な低分子医薬品を複数開発している。

＊先端半導体　日米欧で…ﾗﾋﾟﾀﾞｽ、IBMから技術提供
　　　　　　　　　　　　　　　　　　経済安保も念頭に
ﾗﾋﾟﾀﾞｽが次世代半導体の国産化に向けて米欧からの技術導入を急いでいる。日本は半導体
の製造装置等に強みを持つが、「2㌨品」と呼ばれる次世代半導体の生産で微細な回路を描
く技術などを持たない。米IBMなど米欧から足りない技術を補完する。半導体には500を超す
工程があり、量産には課題も多い。

＊英社手掛ける　空飛ぶﾀｸｼｰ…運用費、ﾍﾘの3割程度（見通し）
「空飛ぶﾀｸｼｰ」と呼ばれる電動垂直離着陸機（eVTOL）を開発する英ﾊﾞｰﾃｨｶﾙ・ｴｱﾛｽﾍﾟｰｽ
は、運用費がﾍﾘｺﾌﾟﾀｰの3割程度になるとの見通しを占めした。2025年の大阪万博でﾃﾞﾓﾝｽﾄ
ﾚｰｼｮﾝ飛行をし、早期
の実用化を目指す。救急医療ｻｰﾋﾞｽでも活用する考えだ。

＊②
⦿主な大規模障害ﾘｽｸと各社の対策
『太陽ﾌﾚｱ』➤電磁波などで機器に障害、ｽﾍﾟｰｽXの人工衛星40基不能。NECは大型計算機、
ｽｶﾊﾟｰJSATは人工衛星で対策
『負のうるう秒』➤時刻表示の修正が原因でｼｽﾃﾑに不都合。ｾｲｺｰ系が時刻配信ｻｰﾊﾞｰで対
応
『ｽﾍﾟｰｽﾃﾞﾌﾞﾘ（宇宙ごみ）』➤他の人工衛星に衝突は機能不全に。川重などが除去の人工衛
星開発
『昭和100年問題』➤旧ｼｽﾃﾑで昭和100年（2025年）の誤作動、新型対応

＊米、月面有人基地に一歩…「ｱﾙﾃﾐｽ計画」宇宙船が帰還
　　　　　　　　中国にらみ開発急ぐ「火星に人類を送る拠点に」
米国主導で日欧なども参加する月面探査「ｱﾙﾃﾐｽ計画」の第一弾として打ち上げた宇宙船が
11日（日本時間12日）、月を周回して地球に帰還した。第2弾となる2024年の有人宇宙飛行や
将来の月面基地の建設、火星への進出に向けて一歩前進した。独自に月を目指す中国に対
抗し、基地建設や資源確保などに向けた取り組みを急ぐ。
⦿宇宙開発で米中が激しく競い合っている
米国➤最近＝「ｱﾙﾃﾐｽ計画」の第一弾で宇宙船が月周回を無人で帰還
　　将来＝第2弾で24年に有人飛行。第3弾25年に月面に基地建設
中国➤最近＝宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ「天宮」運用。露と基地共同建設合意（21年）
　　将来＝28年迄に月面基地（基礎）作り、35年までに完成

＊①IOT400億台　不測の事態備え…「太陽ﾌﾚｱ」や「負のうるう秒」・・・
　　　　　　　　　　　　　　　　　NECやｾｲｺｰ系　ｼｽﾃﾑ障害を防止
⦿IOT機器のｼｽﾃﾑ障害を引き起こすﾘｽｸが潜む
　『太陽表面の大規模な爆発「太陽ﾌﾚｱ」』➤電磁波や高ｴﾈﾙｷﾞｰの粒子が障害をもたらす恐
れ。
　『人工衛星どうしの衝突』。『ｽﾍﾟｰｽﾃﾞﾌﾞﾘ（宇宙ごみ）の衝突』。
　『時刻ｼｽﾃﾑの障害』➤・「負のうるう秒」を初導入の恐れ（20年代後半）
　　　　　　　　　　　　　　 　・「2038年問題」でｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰが誤動作の恐れ

＊③
⦿これまでの実際の被害やﾆｱﾐｽ
『太陽ﾌﾟﾗｽﾞﾑ放出（CME）』➤12年に最大級の放出が地球にﾆｱﾐｽ、直撃すれば現代文明を18
世紀に引き戻すほどの破壊力だった。
『隕石、小惑星』➤軌道変更実験成功、13年露に落下で大爆発
『噴火』➤ﾄﾝｶﾞ沖の大規模噴火で海底ｹｰﾌﾞﾙ損傷、通信遮断
『熱波』➤空調機器が故障し、ｻｰﾊﾞｰなど一時的に利用できず
『うるう秒』➤豪航空会社で遅れ発生
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2022/12/15 東南ｱｼﾞｱ ＊ｱｼﾞｱでｸﾞﾘｰﾝ水素…洋上風力首位が生産拠点検討
　　　　　　　　　　　　　　 英BPは豪事業に出資
ｱｼﾞｱ太平洋地域で製造時に二酸化炭素（CO₂）を排出しない「ｸﾞﾘｰﾝ水素」の生産拠点の計画
が相次いでいる。洋上風力世界最大手のｵｰｽﾃｯﾄﾞ（ﾃﾞﾝﾏｰｸ）が参画を決めた。ｸﾞﾘｰﾝ水素は
次世代ｴﾈﾙｷﾞｰの本命で、発電燃料等の需要が高まっている。再生ｴﾈが普及する欧州が先
行していたが、ｱｼﾞｱでも生産に向けて動き出す。
・世界需要の4割・・ﾏｯｷﾝｾﾞｰ・ｱﾝﾄﾞ・ｶﾝﾊﾟﾆｰがまとめたﾘﾎﾟｰﾄによると、50年時点での水素需
要は中国・ｲﾝﾄﾞ・日本・韓国の4ヵ国で2.8億万㌧に達し、世界の43%を占める見通し。
・大規模な生産計画が相次ぐ豪州やインドでは50年時点での水素の製造ｺｽﾄが、１㎏当たり
0.7㌦まで下がる見込みだ。日本では2.5㌦程度かかる。

＊台湾大手大手、8.1%減収…11月19社　鴻海中国　混乱響く
米ｱｯﾌﾟﾙなど世界IT大手に製品や半導体を供給する台湾ﾒｰｶｰ主要19社の11月の売上高合
計は、前年同月比で8.1%減だった。7ヵ月ぶりに前年水準を下回った。なかでも､ｱｯﾌﾟﾙの
iPhone生産の7割を手掛ける鴻海は、11.4%の減収だった。中国・河南省鄭州市の主力工場は
10月後半以降、ｺﾛﾅ感染拡大により稼働率が低下した。11月は従業員の大量採用を進めた
が、下旬はその待遇で抗議活動が発生した。
⦿台湾主要IT各社の11月売上高　　（注）台湾㌦＝約4.5円、▴はﾏｲﾅｽ
　　　　（売上高、単位は億台湾㌦、ｶｯｺ内は前年同月比増減率%）
❶鴻海（iPhone生産）5510（▴11.4）❷TSMC（半導体生産）2227（50.2）
❸ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ（❶と同様）1134（▴28.3）❹ｸｱﾝﾀ（ﾊﾟｿｺﾝ受託）1120（▴1.0）
❺ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ（半導体設計）361（▴19.8）❻UMC（❷と同様）225（14.7）
❼AUO（液晶ﾊﾟﾈﾙ）174（▴43.4）➑南亜科技（DRAM生産）27（▴61.8）

＊ｱｼﾞｱ新興国　ｲﾝﾌﾚ続く…来年4.2%に上方修正
ｱｼﾞｱ開発銀行（ADB）が14日、2023年のｱｼﾞｱ新興国のｲﾝﾌﾚ率が4.2%になるとの見通しを発
表。ADBは「石油やｶﾞｽ、食品の価格は以前に比べ下落だが、ﾛｼｱ侵攻前に比較すると高水
準になる」と指摘。
・東南ｱｼﾞｱ4.5%、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ5.5%、ﾍﾞﾄﾅﾑ4.5%、ﾏﾚｰｼｱ3.0%。東南アｼﾞｱでは外国人観光客の受
け入れ再開で観光業始め、ｻｰﾋﾞｽ業が堅調に推移。

＊中国IPO調達額　最大に…今年12兆円、世界全体の半分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戦略企業、国主導で上場
中国本土の新規株式公開（IPO）が2022年に過去最高を更新する。IPOによる調達額は6100
億元（約12兆円）と、世界全体の半分程度の達する見込み。米中対立を背景にした中国企業
の回帰上場や、国の産業方針に沿った半導体企業などの上場が好調だった。IPOを通じて戦
略的な企業を支援する狙いがある。国策「IPO」の色あいが強まる可能性あり。
⦿中国の2022年新規ﾗﾝｷﾝｸﾞ
❶中国移動（通信）➤調達額520億元❷中国海洋石油（資源）➤323
❸聯影医療（医療機器）➤110❹海洋信息（半導体）➤108
❺晶科能源（再生ｴﾈ）➤100

＊東南ｱｼﾞｱ決済　欧米勢が攻勢…蘭ｱﾃﾞｨｴﾝ、技術者採用を本格化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　先行　中国ｱﾝﾄに挑む
東南ｱｼﾞｱの決済市場で欧米勢が攻勢をかけている。ｵﾗﾝﾀﾞのｱﾃﾞｨｴﾝは技術者らの人材採用
を本格化するほか、米ｽﾄﾗｲﾌﾟはﾀｲへの進出で事業基盤を拡充する。市場の成長性の高さが
魅力で、2030年には300兆円規模に達するとの試算もある。中国の金融会社ｱﾝﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが
築く牙城に風穴を開けられるかが焦点だ。欧米勢の参入で競争が激化すれば、中小企業で
統廃合の動きが加速する可能性もある。
⦿東南ｱｼﾞｱのﾃﾞｼﾞﾀﾙ決済市場は急成長している
　　ﾍﾞﾄﾅﾑ➤成長率74%、ﾀｲ➤成長率58%、ﾏﾚｰｼｱ➤成長率62%
　　ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ➤成長率30%、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ➤成長率80%、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ➤成長率78%
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＊中国経済、需要減で再失速…◇利上げで米欧減速響く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇ｾﾞﾛｺﾛﾅ、雇用に打撃
中国経済が再び失速している。2022年11月の小売売上高は減少率が拡大し、ｻｰﾋﾞｽ業の生
産指数はﾏｲﾅｽに転じた。工業生産も伸びが鈍り、10～12月は前年比でﾏｲﾅｽ成長になるとの
予測もある。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを抑え込む「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策で雇用が悪化した内需に加え、米欧経
済の減速で外需も落ち込んでいる。
・中国国家統計局は11月の経済統計を発表。小売りは前年同月比で5.9%減で、減り幅は10月
の0.5%から広がった。ｻｰﾋﾞｽ業の生産指数も1.9%下落。6ヵ月ぶりに前年同月を割る。工業生
産は2.2%減速。自動車やｽﾏﾎの生産はﾏｲﾅｽ、ﾊﾟｿｺﾝは減少幅を広げた。主要な経済指標の
低迷の原因は国内外の需要が落ち込んだこと。
・米欧経済が急激な利上げで減速した影響も大。㌦建て輸出8.7%減。

＊ﾊﾞｲｵ薬技術者育成急ぐ…6年後、医薬品の過半
　　　　　　　　『協和ｷﾘﾝ』訓練施設を新設、『第一三共』3割増
製薬大手が細胞や遺伝子の技術を使ったﾊﾞｲｵ医薬品の技術者育成に力をいれている。協和
ｷﾘﾝは専用のﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ施設を新設し、第一三共は技術者を約3割増やす。大型新薬の主流は
化学合成が中心の従来の低分子薬から、生きた細胞を使うﾊﾞｲｵ薬にｼﾌﾄしつつある。新薬開
発の潮流が変わるなか、専門人材を育成し、製品の安定供給体制を整える。
・英調査会社ｴﾊﾞﾘｭｴｰﾄは世界の医療用医薬品の売上高に占めるﾊﾞｲｵ薬の比率は20年の
40%から、28年には51%まで上がると予測する。
・日本はﾊﾞｲｵ薬の開発に出遅れている。米調査会社のIQVIOによると100品目のうち47品目
がﾊﾞｲｵ薬。米国が19品目で日本企業が2品目。

＊①量子時代へ日本勢に秋波…海外振興、三井物産やNTT系と連携
　　　　　素材開発・創薬・金融など→高速計算機で新ﾋﾞｼﾞﾈｽ
次世代の高速計算機、量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ実用化に向け海外のﾃｯｸ電子企業が日本企業などと
幅広い分野で連携を始めた。米英ｸｵﾝﾃｨﾆｭｱﾑは三井物産と組み素材開発や創薬・物流など
の産業へ導入を目指す。ｲｽﾗｴﾙのｸﾗｼｯｸ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞはＮＴＴﾃﾞｰﾀと金融分野に応用する。
「量子時代」を睨んだ連携は日本の競争力にも影響しそうだ。

＊訪日客の高額消費　急増…百貨店､ｺﾛﾅ前超えも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾎﾃﾙも旅行支援で回復
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ下での行動制限が緩くなり、訪日外国人（ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ）消費や国内旅行需要が
伸びている。水際対策の緩和で富裕層を中心とした訪日客が増え、百貨店では12月に入って
ｺﾛﾅ前を上回る免税売上高を稼ぐ店舗も出てきた。国内旅行も回復しており、客室単価がｺﾛﾅ
前を超えるﾎﾃﾙもある。
円安が追い風・・免税売上高の回復を後押ししているのが、ﾗｸﾞｼﾞｭｱﾘﾌﾞﾗﾝﾄﾞや高級腕時計な
どの高額品だ。商品によっては円安効果で海外よりも安く買える場合があることが人気の理
由だ。日本百貨店協会によると訪日客の一人当たりの購買単価は10月時点で19万2千円と
19年同月（6万5千円）の3倍近くだ。香港、台湾など中華圏の人が多い。

＊日本の労働生産性27位…昨年、OECDで　ｺﾛﾅ後回復遅れ
日本生産性本部が19日発表した日本の時間当たり労働生産性は49.9㌦となった。経済協力
開発機構（OECD）に加盟する38ヵ国中27位だった。20年の26位からさらに順位が後退した。
他国に比べ新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽからの経済活動の回復が遅れたのが一因という。
・年間の一人当たりの労働生産性は8万1510㌦と、OECD加盟38加盟国で29位と1970年以降
でも最も低い順位に下がった。東欧諸国やﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙなどと同水準。製造業の労
働生産性は9万2993㌦とOECD加盟国中18位。製造業の生産性は2000年は先進国でﾄｯﾌﾟ、
その後低落し15年以降は16位～19位で推移する。
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2022/12/20 社会

2022/12/21 経済

2022/12/21 東南ｱｼﾞｱ

2022/12/22 社会

＊ﾄﾖﾀが新興国戦略EV…ﾀｲで来年にも生産・販売
　　　　　　　ｴｺｶｰ「全方位」は維持、「電動」先行の中韓勢追撃
ﾄﾖﾀ自動車が2023年にも「新興国戦略車」で初のEVを投入する。まずﾀｲで生産・販売を始め、
周辺の東南ｱｼﾞｱ諸国などを含めた脱炭素の「全方位戦略」は維持する。ﾀｲ政府などがEVｼﾌﾄ
を急ぐなか、中韓勢はこの領域に特化して攻勢かける。ﾄﾖﾀが牙城を守り切れるかが大きな
焦点だ。

＊ﾀｲ車生産、11月15%増…4ヵ月連続「ｺﾛﾅ前超え」
ﾀｲ工業連盟（FTI）がまとめた11月の同国自動車生産台数は、前年同月比15%増の19.1万台
だった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ関連の規制緩和で国内消費が改善しているほか、半導体不足の緩和
も生産を後押しした。
・国内向けが10%増の8.2万台。主力の観光業の持ち直しを背景に、購入を手控えていた層の
消費意欲が高まった。輸出は19%増の10.7万台。中東・ｱﾌﾘｶ向けに引き合いが強い他、東南ｱ
ｼﾞｱ向けも復調。

＊中国、止まらぬ薬不足…ｺﾛﾅ感染急拡大、18倍に高騰も
中国で解熱剤など薬の不足が止まらない。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染急拡大で多くの人が競って
薬を買い求めたためだ。一部の薬は通常の18倍まで高騰し、影響は日本など海外にも及ん
だ。製薬各社は急ﾋﾟｯﾁで増産に乗り出したが、感染はこれからﾋﾟｰｸを迎える。薬不足の解消
には時間がかかる恐れがある。
・医療大手の中国医薬健康産業は14日、米ﾌｧｲｻﾞｰと同社の飲み薬ﾀｲﾌﾟのｺﾛﾅ薬「ﾊﾟｸｽﾛﾋﾟﾄﾞ」
を中国本土で売る契約を交わした。製薬業界では「今後2～3ヵ月は不足の解消が難しい」と
の見方。

＊①ｳｸﾗｲﾅ、40日目に「開戦」…戦争「武力以外が8割」➤日本脆弱
銃弾やﾐｻｲﾙが飛び交うｳｸﾗｲﾅ侵攻の裏で、世界はｻｲﾊﾞｰ戦争の脅威に震撼した。実際に国
民を守るには法制度や人材、装備が急がれる。
⦿ｳｸﾗｲﾅへのｻｲﾊﾞｰ攻撃
　・2014年→通信網がまひ。ﾛｼｱが「住民投票」でｸﾘﾐﾔ併合
　・15～16→電力ｲﾝﾌﾗへの攻撃で相次ぎ大規模停電・17～…→・ﾏﾙｳｴｱ「NotPetya」での攻
撃、世界中に影響拡大。・米政府や米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄなど支援。・22→「第一波」（1/13～14)＝「最
悪の事態を覚悟せよ」外務省など70の政府機関のｻｲﾄ書き換え。「第二波」（2/15）＝国防省・
銀行にDDoS攻撃。「第三波」（2/23）＝政府機関、軍、金融、航空、通信等官民のｲﾝﾌﾗ攻撃
　　➡2月24日、ﾛｼｱ軍がｳｸﾗｲﾅ侵攻

＊②
「逆侵入」できず…中曽根康弘世界平和研究所の大沢淳研究員は「日本政府は『ﾛｼｱの軍事
演習の一環』と分析していなかった」と指摘。「日本は攻撃者や背景を特定できない」とも話
す。ｻｲﾊﾞｰも「専守防衛」で攻撃を感知してから対処する。ｻｲﾊﾞｰ防衛は「国の責務」とも規定
していない。世界的には異例だ。各国は海外からの通信を監視して攻撃者を特定し対抗措置
をとる。「ｱｸﾃｨﾌﾞ･ｻｲﾊﾞｰ･ﾃﾞｨﾌｪﾝｽ（積極的ｻｲﾊﾞｰ防衛）」という。攻撃元の特性には経由した
ｻｰﾊﾞｰをさかのぼる「逆侵入」「探知」が必要だが、不正ｱｸｾｽ禁止法や刑法の改正が前提に
なる。今、ｳｸﾗｲﾅの攻撃をうけても盾はない。無防備だ。

＊②
⦿ﾋﾞｼﾞﾈｽでの活用に向け海外勢がｻｰﾋﾞｽなどを拡充
❶ＩBM＝18年に慶応大と三菱ｹﾐｶﾙ等と連携。21年川崎市で実機設置
❷ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ＝ｸﾗｳﾄﾞ基盤「ｱｼﾞｭｰﾙ」で複数ﾀｲﾌﾟの利用ｻｰﾋﾞｽを展開
❸ｱﾏｿﾞﾝ・ｳｴﾌﾞ・ｻｰﾋﾞｽ＝様々な利用ｻｰﾋﾞｽ展開、ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑの研究
❹ｸｵﾝﾃｨﾆｭｱﾑ＝ﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄで事業展開、JSRや日本製鉄と共同研究、
　　　　三井物産と提携、日本・ｱｼﾞｱの市場開拓
❺ｸﾗｼｯｸ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ（ｲｽﾗｴﾙ）＝ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ開発支援のﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ展開、
　　　　住友商事が出資、ＮＴＴﾃﾞｰﾀとは金融分野での活用へ連携
❻ｻﾞﾊﾟﾀ・ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ＝米ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大発の振興企業。幅広いｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ
　　　　に対応するソフト提供。伊藤忠商事が出資
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＊ｱﾊﾞﾀｰにｸﾞｯﾁの高級服…「SNSのｾﾞﾍﾟｯﾄ」ﾊﾞｯｸﾞ・ｺｰﾄ出品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ｹﾞｰﾑのﾛﾌﾞﾛｯｸｽ」10億ｱｲﾃﾑ販売
⦿ｱﾊﾞﾀｰﾌｧｯｼｮﾝを楽しめる主なｻｰﾋﾞｽ
❶ｾﾞﾍﾟｯﾄ（韓）➤若い女性に人気のSNS系のﾒﾀﾊﾞｰｽ。登録3億5千万人以上で、ﾈｲﾊﾞｰ子会社
が運営
　・ｱﾊﾞﾀｰ用の衣類、ﾊﾞｯｸﾞ、化粧品など販売。多くの有名ﾌﾞﾗﾝﾄﾞが出店
　・3Dｿﾌﾄの使い方講座を開き、個人のｱｲﾃﾑ制作を後押し
❷ﾛﾌﾞﾛｯｸｽ（米）➤ｹﾞｰﾑ系ﾒﾀﾊﾞｰｽ。毎日5880万人利用。ｱﾊﾞﾀｰ用ｱｼﾞﾃﾑ販売は年10億点以上
❸ﾒﾀ（米）➤VRｻｰﾋﾞｽやSNSで共通して使えるｱﾊﾞﾀｰ用のｵﾝﾗｲﾝｽﾄｱ
❹ﾌｫｰﾄﾅｲﾄ（米）➤ｴﾋﾟｯｸｹﾞｰﾑｽﾞの対戦ｹﾞｰﾑ。登録3億5千万人で、ｹﾞｰﾑ空間やｹﾞｰﾑも自作で
きる
　・ｷｬﾗｸﾀｰの顔や服が変わるｱｲﾃﾑ「ｽｷﾝ」を販売

＊ｽﾍﾟｰｽﾜﾝ　2月に初号機…打ち上げ受託、民間に拡大（ｷｬﾉﾝ系新興）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　汎用部品で低ｺｽﾄ化
ｷｬﾉﾝ電子などが出資する宇宙ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ、ｽﾍﾟｰｽﾜﾝ（東京・港）は2月末に小型ﾛｹｯﾄを打ち上
げる和歌山県串本町の発射場を利用。民生の電子部品を多く採用することでｺｽﾄを抑え、世
界で急増する小型衛星の打ち上げに対応する。日本でも民間主体の打ち上げ受託が本格
化。
⦿世界の主なﾛｹｯﾄ事業者
『大型ﾛｹｯﾄを運用』➤「米ｽﾍﾟｰｽX」週1回の頻度で打ち上げ。
「仏ｱﾘｱﾝｽﾍﾟｰｽ」23年に低ｺｽﾄ化した次世代機を投入。
「三菱重工業」日本の主力ﾛｹｯﾄ「H2A」を運用
『小型ﾛｹｯﾄを運用』➤「米ﾛｹｯﾄﾗﾎﾞ」安価な打ち上げ強味。「米ｳﾞｧｰｼﾞﾝ・ｵｰﾋﾞｯﾄ」改造航空機
からﾛｹｯﾄ発射。「ｲﾝﾀ-ｽﾃﾗﾃｸﾉﾛｼﾞｰ」衛星搭載ﾛｹｯﾄ開発中。「ｽﾍﾟｰｽﾜﾝ」23年2月に初打ち上
げ

＊国内外のｱﾊﾟﾚﾙ企業はﾒﾀﾊﾞｰｽに進出
英調査会社のｲﾝﾌｨﾆﾃｨﾘｻｰﾁはﾒﾀﾊﾞｰｽのﾌｧｯｼｮﾝ関連市場が26年に66億1千万㌦（約8800億
円）と21年の5倍に増えると予測する。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽで打撃を受けたｱﾊﾟﾚﾙ各社のﾃﾞｼﾞﾀﾙ分
野開拓も一因だが、担い手は企業だけではない。制作ｺｽﾄが低く参入しやすい分、ｸﾘｴｰﾀｰと
呼ばれる個人が作るｱｲﾃﾑの存在も大きい。
⦿国内外のｱﾊﾟﾚﾙ企業はﾒﾀﾊﾞｰｽに進出
『伊ｸﾞｯﾁ』ｾﾞﾍﾞｯﾄやﾛﾌﾞﾛｯｸｽでｱﾊﾞﾀｰ用ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ品販売。ｹﾞｰﾑ空間づくりも
『米ﾅｲｷ』米ﾊﾞｰﾁｬﾙｽﾆｰｶｰ販売企業買収。23年ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｲﾃﾑｽﾄｱ開設
『ﾗﾙﾌﾛｰﾚﾝ』ｱﾊﾞﾀｰ向けのｺﾗﾎﾞ商品を実店舗に展開
『仏ﾊﾞﾚﾝｼｱｶﾞ』ﾒﾀﾊﾞｰｽ専門部署創設。ｹﾞｰﾑ空間内で、ﾘｱﾙの新作発表
『ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ』ｹﾞｰﾑ「ﾏｲﾝｸﾗﾌﾄ」とｺﾗﾎﾞした商品をﾕﾆｸﾛで販売
『ﾋﾞｰﾑｽ』HIKKY（東京・渋谷）のVRｲﾍﾞﾝﾄで店舗を出店
『ｱﾀﾞｽﾄﾘｱ』独自のｱﾊﾞﾀｰやｱｲﾃﾑ販売。ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｲﾃﾑｸﾘｴｰﾀｰ育成支援

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでﾛｰｿﾝ1000店増…おでん・おにぎり　日本流で勝負
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの流通大手、ｽﾝﾌﾞﾙ・ｱﾙﾌｧﾘｱ・ﾄﾘｼﾞｬﾔ（ｱﾙﾌｧｸﾞﾙｰﾌﾟ）がｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱで出店攻勢を
かける。提携する日本のﾛｰｿﾝのﾌﾞﾗﾝﾄﾞを冠した店舗を23年に1000店ほど追加する方針だ。
日本流の運営ﾓﾃﾞﾙで違いを出し、拡大する中間所得層を取り込む。もっとも、成長市場を巡
る競合環境は厳しく、消費者ﾆｰｽﾞにどれだけ応えられるかが大きな課題になる。
・「ready to eat」と呼ばれる商品、料理せずにすぐ食べれるおでんが「TikTok」を通じて21年か
ら同国で人気の火が付いた。多様な食材を楽しめる。

＊EV普及元年、低価格競う…先行中国、東南ｱで攻勢
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ﾀﾀ自は135万円、予約殺到
観光業の復活など新型ｺﾛﾅ後を見据えた動きが出てきた2022年。日経新聞社が予測する23
年の消費の主役はEV。ｱｼﾞｱで強力な低価格EVが現れた。ﾀﾀ自動車が23年1月以降に納車
を予定する「ﾃｨｱｺﾞ」だ。中国勢も東南ｱで攻勢をかける。ｱｼﾞｱ全域で普及し、ｼｪｱ争いが激しく
なる。
⦿ｱｼﾞｱの有力企業がEVでしのぎをを削る
・上汽通用五菱汽車（中）「格安車ﾋｯﾄ。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで8月以降ｼｪｱ7割」
・BYD（中）「22年はEV・PHV販売が200万台へ。日本で23年1月発売」
・現代自（韓）「『ｱｲｵﾆｯｸ5』等国内や欧州で好調、北米で増産
・裕隆汽車製造（台）「23年後半」・ﾀﾀ（印）「「ﾃｨｱｺﾞ」10月初日1万台予約
・ﾋﾞﾝG（ﾍﾞﾄﾅﾑ）「21年11月国内開始、22年11月米国へ」
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＊水素の本格生産　ｻｳｼﾞ準備加速…技術協力、日本と覚書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 韓国とも連携　資金に課題
ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱは水素の低ｺｽﾄ生産に欠かせない太陽光や風力、天然ｶﾞｽが豊富で、将来は水素
をｴﾈﾙｷﾞｰ産業の柱としたい考えだ。原油とともに天然ｶﾞｽを産出し、回収したCO₂を地下に貯
留し易く、ﾌﾞﾙｰ水素を生産しやすいと見られている。世界で最も低ｺｽﾄで生産できる国の一つ
だ。
・課題は莫大な投資資金が必要になる。日本や韓国と契約に向けた協議を進めているいるこ
とを明らかにした。

＊香港不動産仲介、冬の時代…市況低迷、中小淘汰も
住宅取引が歴史的な低水準に落ち込み、ｺｽﾄ削減を迫られた。金利上昇や海外移住、中国ﾏ
ﾈｰの流入減が価格下落に拍車をかける。右肩上がりの市況を前提にした仲介業界は転機を
迎え、中小の再編、淘汰に繋がる可能性がある。
⦿賃料、世界一から陥落「香港4～5割下げ「世界の目抜き通りの賃料」
❶ﾆｭｰﾖｰｸ・5番街「年間賃料2000㌦（ｺﾛﾅ禍前比14%）」
❷香港・尖沙咀「1436㌦（-41%）」❸ﾐﾗﾉ・ﾓﾝﾃﾅﾎﾟﾚｵｰﾈ「1380㌦（9%）」
❹ﾛﾝﾄﾞﾝ・ﾆｭｰﾎﾞﾝﾄﾞ「1361㌦（=11%）」❺ﾊﾟﾘ・ｼｬﾝｾﾞﾘｾﾞ「1050（-18%）」

＊世界景気「悪化」4割迫る…国内は「拡大」5割維持
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　来春賃上げ「3%台」最多
「社長100人ｱﾝｹｰﾄ」で世界景気について「悪化」との回答が9月調査に続いて増え、4割に
迫った。景況感を示す指標（DI）は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍の初期以来の低さに下落している。ｺﾛﾅ
政策で混乱する中国、「中央銀行のｲﾝﾌﾚ抑制策が景気を冷やす米欧と、主要国がそれぞれ
難題に直面する状況に経営者は警戒を強めている。
・世界景気の現状認識は「悪化」「緩やかな悪化」の計が36.5%と前回（31.1%）より増。「拡大」
「緩やかに拡大」の合計は11.7%で4㌽減。悪化と答えた経営者の要因は「資源や原材料価格
の上昇・高止まり」が69.8%で最多、中国経済の減速が66%。ｾﾞﾛｺﾛﾅ政策が経済活動を停滞さ
せ、今度は感染の急拡大で混乱している。
・国内景気は「拡大」「緩やかな拡大」の計が55.2%で前回並みを維持。
・定期昇給と基本給を底上げするﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟを合わせた賃上げは50社の回答が「3%台」が34%
最多、「2%台」が26%だった。

＊ﾏｶｵ「ﾜｸﾁﾝ観光」の波…中国富裕層、欧米製に殺到
欧米製の「ﾒｯｾﾝｼﾞｬｰRNA（mRNA）」ﾜｸﾁﾝを求め中国本土の人々がﾏｶｵへ殺到し、観光客向
けにﾜｸﾁﾝを提供している唯一の病院の予約枠を埋め尽くしている。中国の国産ﾜｸﾁﾝで得ら
れる免疫ﾚﾍﾞﾙはｍRMN技術を使った欧米製ﾜｸﾁﾝより低いと指摘。
・中国政府はﾜｸﾁﾝ接種の不十分な部分を補うため、より多くの資源を投じる意向を表明した。
CFRの国際衛生問題ｼﾆｱﾌｪﾛｰ黄延中氏は、こうした努力は「手遅れ」かもしれないと話す。

＊暗号解除で対抗　日欧協力…ﾃﾞｰﾀ復元の技共有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　警察庁、3社で損害回避
ﾃﾞｰﾀを暗号化して金銭を要求するﾗﾝｻﾑｳｴｱ（身代金要求型ｳｲﾙｽ）の一種に対し、警察庁が
新たな対抗策に乗り出した。ｳｲﾙｽの暗号を強制解除し、国内企業3社でﾃﾞｰﾀの復元に成功。
従来の予防と摘発で被害の拡大を防げない中、身代金支払いの未然防止のつなげた。日本
のｻｲﾊﾞｰ当局の技術力の高さを示したといえ、欧州の複数の捜査当局とも連携し、国際的な
包囲網の形成を急ぐ。
・警視庁が注目したのが、攻撃を受けて後のﾃﾞｰﾀの復元だ。同庁は4月以降、強力なﾗﾝｻﾑｳ
ｴｱ「ﾛｯｸﾋﾞｯﾄ」の被害に遭った3社で、暗号化されたﾃﾞｰﾀを元の状態に戻すことに成功した。被
害に遭った自動車部品ﾒｰｶｰ、NITTANの担当者は「ﾃﾞｰﾀの喪失や復旧費などの損害を回避
できた」と話す。

＊中国ｺﾛﾅ急増　医療逼迫…「死者1日5千人超」推計も
中国で新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染者が急増し、医療体制が逼迫。病院は人手不足が深刻で、病床や
医薬品などが足りないｹｰｽも目立つ。感染者は12月だけで2億4千万人に達し、1日当たりの
死者数は5千人を超えたとの指摘あり。中国政府は対応が後手に回るだけでなく、外国製ﾜｸﾁ
ﾝ受け入れにも消極的だ。内外からも懸念が高まる。
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＊中国、個人SNS影響14倍…政府系より拡散「愛国」先鋭化
中国で個人のSNS投稿を発信源にしたﾅｼｮﾅﾘｽﾞﾑが先鋭化している。中国版ﾂｲｯﾀｰの微博
（ｳｪｲﾎﾞ）の投稿ﾃﾞｰﾀを分析すると、個人が愛国的言論の拡散を与える影響力が政府の14倍
超に膨らんだ。市民発の「炎上」が頻発し、統制が利かないﾛｽｸが高まっている。
・日経新聞は中国のSNS上でのﾅｼｮﾅﾘｽﾞﾑの広がりを分析するため、「辱華（ﾙｰﾌｧ）」という言
葉に着目した。「中国を侮辱している」といった意味を持ち愛国的なﾕｰｻﾞｰが多用する。22年9
月までに「辱華」を含む投稿が1000件を超えた日は18日あった。
・当初は官製ﾒﾃﾞｨｱがｷｬﾝﾍﾟｰﾝの火付け役となる例が多かった。最近は個人ｲﾝﾌﾙｴﾝｻｰが主
導しているように見える例が目立つ。
・米ﾃﾞﾝﾊﾞｰ大学のｽｲｼｬﾝ・ｼﾞｬｵ教授は「習氏はﾈｯﾄを含む国内の情報をｺﾝﾄﾛｰﾙしてきた」と話
す。個人のSNSも裏で指揮しているかも。

＊中国、乗用車「ｾﾞﾛ成長」も…減税反動・感染拡大が影
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　急遽の開催「広州ﾓｰﾀｰｼｮｰ開幕」
中国の広東省広州市で30日、自動車の国際展示会「広州国際汽車展示会（広州ﾓｰﾀｰｼｮｰ）」
が開幕。業界団体は2023年の中国新車市場は22年比3%増と見込むが、乗用車は「ｾﾞﾛ成長」
との見方もある。大型減税の反動や新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大など懸念材料は多く、不透明
感が強まっている。
・各社は23年も新たな課題に対応する必要に迫られている。
・例年に比べて閑散としたﾌﾞｰｽも目立ち、ﾒｰｶｰからは「高い出展料を払う意味があるのか」と
の声も上がった。

＊中国人旅行客　各国で対応二分…米韓は水際対策、EUは「不要」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染者が急増する中国からの渡航者の受け入れを巡り、各国・地域の対応
が分かれている。米国や韓国などは入国前後の検査や陽性者の隔離といった水際対策をと
る。だが、EUやｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙなどは特別な措置を決めていない。2023年1月下旬の春節前後の
大型連休に海外に出る中国人は多いとみられ、警戒が広がっている。
⦿中国からの渡航者向けの水際対策
・日本、台湾、伊➤検査、陽性者の隔離。・米国➤搭乗前48H以内陰性。
・韓国➤検査、陽性者の隔離。・ｲﾝﾄﾞ➤陰性証明の提示
・ﾏﾚｰｼｱ➤発熱者は検査。
・対策なし➤EU、英国、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ等


